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産業競争力会議 雇用・人材分科会

最近の女性の活躍促進に関する動き等について

◆雇用制度改革・人材力の強化

④女性の活躍推進
出産・子育て等による離職を減少させるとともに、指導的地位に占める女性の割合の増加を図り、女性の
中に眠る高い能力を十分に開花させ、活躍できるようにすることは、成長戦略の中核である。「若者・女性
活躍推進フォーラム」の提言を踏まえつつ、女性が活躍できる環境整備を推進する。
こうした取組により、「M字カーブ問題」の解消に向け、2020年の就業率を、25～44歳の女性については
73%（2012年の水準から約5ポイント向上）とすることを目指す。
○女性の活躍促進や仕事と子育て等の両立支援に取り組む企業に対するインセンティブ付与等
○女性のライフステージに対応した活躍支援
○男女が共に仕事と子育て等を両立できる環境の整備

■担当：甘利大臣
■主査：長谷川閑史武田薬品社長
■委員：竹中平蔵 慶應義塾大学教授

榊原定征 東レ代表取締役会長

日本再興戦略 -JAPAN is BACK- （H25.6.14閣議決定） （抄）

１２月２６日 中間整理を取りまとめ

１月２０日
「成長戦略進化のための今後の検討方針」を
産業競争力会議において取りまとめ（別紙１）
１月２４日
「産業競争力の強化に関する実行計画」を閣議
決定（別紙２）３月１４日 「女性の活躍推進について」

３月１９日 第１回経済財政諮問会議・産業競争力会議
合同会議（別紙３，４，５）



「成長戦略進化のための今後の検討方針」
（平成26年1月20日産業競争力会議 雇用労働関係の概要）

｢検討方針｣の概要｢検討方針｣の概要

◎雇用・人材分科会の中間整理に従い、今後５年間を「世界トップレベルの雇用環境」を目指した集中改革期間と位置付け、経済

政策と労働政策を一体的・整合的に捉えた総理主導の政策の基本方針を策定する仕組みを検討しつつ、雇用・労働市場改革に取

り組む。

○ 企業における意思決定層への女性の登用を促進するため、役員・管理職への登用に関する目標設定の奨励や、有価証券報告

書等を通じた情報開示の促進を含め、所要の方策について検討する。

○ 企業のトップや管理職の意識改革を推進するとともに、社員の育児休業取得に伴う代替要員の確保等のための企業のコスト

負担を軽減させる方策等を検討する。柔軟な働き方の推進に向け、テレワーク実証を行いながら、労働時間規制のあり方も含

め、テレワークの普及・拡大のための措置に取り組む。

○ 総理主導で、女性が輝く社会の実現に向けた全国的なムーブメントを作り出す。女性の活躍促進のための情報発信・意見交

換の場を各地域で開催するとともに、様々な分野で活躍する女性や経済団体等による連携プラットフォームの構築を支援す

る。

○ 昨年６月の「日本再興戦略」の閣議決定以降、産業競争力会議分科会を中心に、「常に進化する成長戦略」とするための集中

的な議論を実施し、その結果を取りまとめたもの。

○ 今後「検討方針」に従い検討を進め、年央に改訂する成長戦略へ反映。

「女性が輝く日本」の実現

１．女性の活躍推進と全員参加型社会実現のための働き方改革１．女性の活躍推進と全員参加型社会実現のための働き方改革

別紙１
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成長戦略進化のための今後の検討方針（抄） 

 

平成 26 年 1 月 20 日 

産業競争力会議 

 

Ｉ．働く人と企業にとって世界トップレベルの活動しやすい環境

の実現 

 

１．女性の活躍推進と全員参加型社会実現のための働き方改革 

日本経済を持続可能な成長軌道に乗せるため、我が国最大の潜

在力である女性の力を最大限発揮させるとともに、ダブルインカ

ムの拡大により世帯の所得の向上を図る必要がある。このため、

女性の活躍を妨げる障壁を解消し、支援を強化するための具体的

方策を平成26年年央を目途にとりまとめ、強力に取り組む。 

併せて、女性や高齢者等多様な人材による多様な働き方を可能

とする、日本の強みとグローバル化に対応できる柔軟性を兼ね備

えた新たな「日本的就業システム」を構築する。これまでの「就

社」型の働き方に加え、職務・能力を明確化した「就業」型の働

き方の確立を図る。このため、雇用・人材分科会の中間整理（平

成25年12月 26日）に従い、今後５年間を「世界トップレベル

の雇用環境」を目指した集中改革期間と位置付け、経済政策と労

働政策を一体的・整合的に捉えた総理主導の政策の基本方針を策

定する仕組みを検討しつつ、雇用・労働市場改革に取り組む。 

 

① 「女性が輝く日本」の実現 

企業における意思決定層への女性の登用を促進するため、役

員・管理職への登用に関する目標設定の奨励や、有価証券報告

書等を通じた情報開示の促進を含め、所要の方策について検討

する。また、公共調達において、男女共同参画に関連する調査

の委託先を選定する際に、男女共同参画に積極的に取り組む企

業を評価するとともに、更なる取組を検討する。さらに、女性
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の活躍により政策目的達成への貢献が期待される事業を対象

に、女性の活躍が進んだ企業や女性が経営する企業に対する補

助金等の活用を検討する。 

男女がともに豊かな生活とキャリアアップを両立できる職

場・社会づくりを進める。企業のトップや管理職の意識改革を

推進するとともに、社員の育児休業取得に伴う代替要員の確保

等のための企業のコスト負担を軽減させる方策等を検討する。

また、柔軟な働き方の推進に向け、テレワーク実証を行いなが

ら、労働時間規制の在り方も含め、テレワークの普及・拡大の

ための措置に取り組む。 

女性の活躍を支える社会基盤整備を強力に進める。まず「待

機児童解消加速化プラン」を確実に実施する。あわせて、保育

士不足に対応するための方策を検討する。また、就学前のみな

らず、小学校入学後も、子どもが安心して過ごせる居場所を確

保し、子どもを持つ女性等の就業を更に促進する観点から、待

機児童解消等に向けた学童保育の充実等について検討を行う。

また、働き方の選択に対して中立的な税制・社会保障制度の在

り方や、ベビーシッターやハウスキーパー等の家事・育児支援

サービスの利用者負担軽減に向けた方策、品質保証の仕組みの

導入、人材供給の拡大のための方策等について検討する。 

総理主導で、女性が輝く社会の実現に向けた全国的なムーブ

メントを作り出す。女性の活躍促進のための情報発信・意見交

換の場を各地域で開催するとともに、様々な分野で活躍する女

性や経済団体等による連携プラットフォームの構築を支援す

る。 

 

 



「産業競争力の強化に関する実行計画」
（平成26年1月24日閣議決定 雇用労働関係の概要）

｢実行計画｣の概要｢実行計画｣の概要

◎ 雇用制度改革・人材力の強化 ～全ての人材が能力を高め、その能力を存分に発揮できる社会を構築～

・ 労働移動支援助成金の抜本的拡充
－雇用調整助成金から労働移動支援助成金に大胆に資金をシフトさせ、予算規模を27年度までに逆転。
併せて、平成25年度補正予算案に計上した拡充措置(対象企業の拡大等)を実施するため、速やかに省令改正。

・ 若者等の学び直し支援のための雇用保険制度の見直し
－自発的な教育訓練の受講を始め、社会人の学び直しを促進するため、必要な法的措置を速やかに講じる。

・ ハローワークの求人・求職情報の開放等
－ハローワークの保有する求人情報を民間人材ビジネスや地方自治体に平成26年9月から提供を開始。
求職者情報の開放については、平成26年夏頃までに検討結果をとりまとめ。

・ 労働者派遣制度の見直し
－いわゆる26業務に該当するかどうかによって派遣期間の取扱いが大きく変わる現行制度の在り方等の見直しについ
ての労働政策審議会における検討を踏まえ、必要な法的措置を速やかに講じる。

・ 有期雇用の見直し
－｢高度で専門的知識等を有している者｣で｢比較的高収入を得ている者｣等に係る無期転換申込権（※）発生までの期間
の在り方等について、労働政策審議会における検討を踏まえ、必要な法的措置を速やかに講じる。
（※）有期労働契約が５年を越えて反復更新された場合は、労働者の申込みにより、無期労働契約に転換させる仕組み（平成25年４月１日施行）

・ パートタイム労働者の処遇改善
－通常の労働者と同視すべき短時間労働者に対する差別的取扱いの禁止の対象者を拡大すること等を内容とした必要
な法的措置を速やかに講じる。

・ 女性のライフステージに対応した活躍支援
－仕事と子育ての両立支援を推進するための次世代育成支援対策推進法を延長･強化する必要な法的措置を速やかに講じる。

－育児休業中の経済支援を強化するための必要な法的措置を速やかに講じる。

○成長戦略関連の重点施策の実行を加速化・深化するため策定。

○当面3年間に実施される、規制・制度改革を中心とする施策について、実施期限や担当大臣を明示。

具体的施策(雇用･労働関係)具体的施策(雇用･労働関係)

別紙２
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